
新型コロナウィルスへの新型インフルエンザ等特措法の 

適用が可能であると解されることについて 

2020/03/09 参議院議員 小西洋之 

○政府は、「新感染症というのは、原因不明だということが一つ前提とな

っており、今回の新型コロナウィルス感染症は、原因となる病原体が特

定されていることなどから、新感染症には該当せず、新型インフルエン

ザ等特措法の適用は困難である」としている。

○しかし、感染症法第６条第９項によれば、「新感染症」とは、「人から人

に伝染すると認められる疾病であって、既に知られている感染性の疾病

とその病状又は治療の結果が明らかに異なるもので、当該疾病にかかっ

た場合の病状の程度が重篤であり、かつ、当該疾病のまん延により国民

の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められるもの

をいう」とされている。

○条文上は、「既に知られている感染性の疾病とその病状又は治療の結果

が明らかに異なるもの」と規定されており、原因となる病原体が特定さ

れているかどうかを基準としているわけではない。

○新型コロナウィルス感染症については、単にコロナウィルスの一種だと

いうことが分かっただけであり、いまだ感染力や潜伏期間、毒性、治療

方法など未知な部分が多く、既に知られている感染性の疾病とその病状

又は治療の結果が明らかに異なるものとして、新感染症に該当し、新型

インフルエンザ等特措法を適用することができるのではないか。

※ 逐条解説では、新感染症について、「人類にとって未知の疾病であり」、「原

因が究明されるまでの間」といった記述があるが、上記の通り、新型コロナウ

イルスということ以外は実質的には「未知の疾病」と言える。

そして、新型コロナウイルスに「病状の程度が重篤であり、かつ、当該疾病

のまん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれ」が認められ

る以上、本法にある強権的措置の発動も法的正統性が認められるのではないか。 
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■国家公務員法 （抜粋）

第一款 分限 

第一目 降任、休職、免職等 

第二目 定年 

（定年による退職） 

第八十一条の二 職員は、法律に別段の定めのある場合を除き、定年に達したとき

は、定年に達した日以後における最初の三月三十一日又は第五十五条第一項に規

定する任命権者若しくは法律で別に定められた任命権者があらかじめ指定する日

のいずれか早い日（以下「定年退職日」という。）に退職する。 

２ 前項の定年は、年齢六十年とする。ただし、次の各号に掲げる職員の定年は、当

該各号に定める年齢とする。 

（略） 

（定年による退職の特例） 

第八十一条の三 任命権者は、定年に達した職員が前条第一項の規定により退職す

べきこととなる場合において、その職員の職務の特殊性又はその職員の職務の遂

行上の特別の事情からみてその退職により公務の運営に著しい支障が生ずると認

められる十分な理由があるときは、同項の規定にかかわらず、その職員に係る定

年退職日の翌日から起算して一年を超えない範囲内で期限を定め、その職員を当

該職務に従事させるため引き続いて勤務させることができる。 

２ （略） 

附則 

第十三条 一般職に属する職員に関し、その職務と責任の特殊性に基いて、この法

律の特例を要する場合においては、別に法律又は人事院規則（人事院の所掌する

事項以外の事項については、政令）を以て、これを規定することができる。但し、

その特例は、この法律第一条の精神に反するものであつてはならない。 

■検察庁法 （抜粋）

第二十二条 検事総長は、年齢が六十五年に達した時に、その他の検察官は年齢が

六十三年に達した時に退官する。 

第二十五条 検察官は、前三条の場合を除いては、その意思に反して、その官を失

い、職務を停止され、又は俸給を減額されることはない。但し、懲戒処分による場

合は、この限りでない。 

第三十二条の二 この法律第十五条、第十八条乃至第二十条及び第二十二条乃至第

二十五条の規定は、国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）附則第十三条の

規定により、検察官の職務と責任の特殊性に基いて、同法の特例を定めたものと

する。 
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